





















































































































2016年、名古屋圏は 2017 年に 2008 年の水準
を回復している。ここ 5年で増加が著しかっ



























留学生(約 2.7 万人)が増えている。 
首都圏においては「留学」、「永住者」、「専門
的、技術的分野」の在留資格を持つ外国人がそ






























技能実習 2 号 2の対象職種は、制度創設以








職種がここ 2 年急増し、2017 年は最多となっ
ている。2017 年に 2 番目に多かったのは、機
械加工や電子機器組み立て等の機械・金属関係
職種、3 番目はとびや鉄筋施工等の建設関係職
種である。これら 3 分野の職種で 2017 年の技
能実習 2 号移行者全体の 54％を占めている (表
１)。 
 



































 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 
食品製造関係職種 6201 6928 6827 7988 10743 16945 
機械・金属関係職種 11339 10248 9711 12720 14783 15629 
建設関係職種 3840 4477 5479 8839 13116 14339 
農業関係職種 6141 6741 6805 7785 8787 10381 
繊維・衣服関係職種 10290 10004 9415 9337 9551 9857 
























表２ 技能実習 2号移行申請者数の職種別上位 5県(2016年度)（人） 















































全職種 農業 漁業 建設 食料品製造 繊維・衣服 機械・金属 
愛知県 8913 茨城県 2196 広島県 385 埼玉県 1606 北海道 1621 岐阜県 1290 愛知県 2515 
広島県 4495 熊本県 922 宮崎県 77 東京都 1358 愛知県 1079 愛知県 687 静岡県 1005 
茨城県 4303 北海道 699 北海道 69 愛知県 1322 千葉県 1054 岡山県 658 大阪府 935 
千葉県 4012 千葉県 698 石川県 53 神奈川県 1165 静岡県 699 福井県 527 三重県 912 
岐阜県 3854 愛知県 615 高知県 52 千葉県 1089 埼玉県 690 愛媛県 512 兵庫県 891 




















































































表３ 各産業の有業者に占める技能実習 2号移行申請者数の割合の規定要因 
  建設 食料品製造 機械・金属 
  地方圏 全国 地方圏 全国 地方圏 全国 
有効求人倍率
(年度平均) 
0.003** 0.002* 0.023** 0.014** 0.006** 0.003** 
(0.001) (0.001) (0.005) (0.004) (0.001) (0.001) 
就業者数増減 0.004 0.001 -0.022* -0.020* 0.000 0.004 
  (0.003) (0.003) (0.008) (0.008) (0.003) (0.003) 
有業者数特化
係数  
-0.003* -0.003* 0.007+ 0.007* 0.001+ 0.001** 
(0.001) (0.001) (0.004) (0.003) (0.001) (0.001) 
定数項 
  
0.001 0.003 -0.028** -0.018* -0.006** -0.003+ 
(0.002) (0.002) (0.010) (0.008) (0.002) (0.001) 
修正R２ 0.401 0.232 0.361 0.230 0.524 0.410 
F値 8.80** 5.64** 7.59** 5.57** 13.84** 11.66** 



































































































10)  OECD(2016)“The economic impact of migration: Why the local level matters”, International Migration 
Outlook 2016, pp.105-145 
                                                  
7 「まち・ひと・しごと創生基本方針」の 2018年版にお
いて初めて「地方における外国人材の活用」という項目
が設けられた。しかし、その内容は留学生や高度人材に
ついてのみ言及したものとなっている。技能実習生や新
たな在留資格の外国人等、我が国に住み、働く外国人全
体を視野に入れて地方創生の観点から外国人材の活用を
検討していくべきと考える。 
8 実習実施機関が決められており、原則として転職の自由
がなかった技能実習生とは異なり、新たな受入れのしく
みの下では「許可された活動の範囲内」という条件はあ
るが、転職も認められる。技能実習生の期間が終わった
後の外国人を含めて、そうした懸念が生じ得る。 
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